
前橋市建設工事競争入札参加資格審査要領 新旧対照表 

1 

 

改正案 現 行 

 

〇前橋市建設工事競争入札参加資格審査要領 

 

 

（定義） 

第２条  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1)～(3) 省略 

 

（資格審査） 

第４条  令和６・７年度に前橋市が発注する建設工事に係る一般競争入札及び指名

競争入札に参加する者に必要な資格等について（令和５年前橋市告示第６７０

号）の定めるところにより、建設工事の競争入札参加資格（以下「入札参加資

格」という。）の審査を申請した者について、法第２７条の２３の規定による経

営事項審査の項目によりその者の入札参加を希望する工事種別ごとに、次に掲げ

る事項について審査をし、入札参加資格の認定を行うものとする。この場合にお

いて、入札参加資格の認定を行う工事種別について認定を受けることができるの

は、申請者１者につき、７種別を限度とし、当該７種別のうち、次条の規定によ

り等級の区分を設けるものにあっては、５種別を限度とする。 

(1)～(2) 省略 

２  省略 

３ 第１項の規定により認定を受けた者（以下「有資格者」という。）において、

市長が必要と認めた者については、指定した期間内に市長が必要と認めた書類等

を提出させ資格の再確認を行うものとする。 

４ 有資格者は、一度審査を受けた工事種別について、合併や事業譲渡等の場合を

除き、その資格の有効期限内において再度審査を受けることはできないものとす

る。 

 

（等級の区分の設定）  

第５条 工事種別のうち、次の表の左欄に掲げるものについては、同表の右欄に掲

げる等級の区分を設けるものとする。 

工事種別 等級の区分 

土木一式工事 Ａ、Ｂ、Ｃ 

舗装工事 Ａ、Ｂ、Ｃ 

建築一式工事 Ａ、Ｂ、Ｃ 

電気工事 Ａ、Ｂ、Ｃ 

管工事 Ａ、Ｂ、Ｃ 

水道施設工事 Ａ、Ｂ 

とび・土工・コンクリート工事 Ａ、Ｂ 

 

〇前橋市建設工事競争入札参加資格審査要領 

 

 

（認定業者の定義） 

第２条  この要領における認定業者は、次のとおりとする。 

(1)～(3) 省略 

 

 

（資格審査） 

第４条  令和４・５年度に前橋市が発注する建設工事に係る一般競争入札及び指名

競争入札に参加する者に必要な資格等について（令和３年前橋市告示第６７６

号）の定めるところにより、建設工事の競争入札参加資格（以下「入札参加資

格」という。）の審査を申請した者について、その者の入札参加を希望する工事

種別ごとに、次に掲げる事項について審査をし、入札参加資格の認定を行うもの

とする。この場合において、入札参加資格の認定を行う工事種別について認定を

受けることができるのは、申請者１者につき、７種別を限度とし、当該７種別の

うち、次条の規定により等級の区分を設けるものにあっては、５種別を限度とす

る。 

(1)～(2) 省略 

２  省略 

３ 第１項の規定により認定を受けた者において、市長が必要と認めた者について

は、指定した期間内に市長が必要と認めた書類等を提出させ資格の再確認を行う

ものとする。 

 

 

 

 

（等級の区分の設定）  

第５条 工事種別のうち、次の表の左欄に掲げるものについては、同表の右欄に掲

げる等級の区分を設けるものとする。 

工事種別 等級の区分 

土木一式工事 Ａ Ｂ Ｃ 

舗装工事 Ａ Ｂ Ｃ 

建築一式工事 Ａ Ｂ Ｃ 

電気工事 Ａ Ｂ Ｃ 

管工事 Ａ Ｂ Ｃ 

塗装工事 Ａ Ｂ 

造園工事 Ａ Ｂ 
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（市内業者等に係る等級の決定） 

第６条 有資格者のうち、市内業者及び準市内業者については、次に掲げる事項の

審査をし、前条に規定する工事種別に係る入札参加資格の認定を行ったときは、

当該工事種別の等級を決定するものとする。 

 

(1) 省略  

(2) 主観的事項 

ア 本市発注工事の工事成績等 

イ 障害者の雇用の状況 

ウ 地域貢献等の活動の状況 

エ 指名停止等の状況 

オ 防災活動の状況 

 

カ 保有技術者の状況 

キ インターンシップ受入れの実施の状況 

ク 消防団協力事業所の登録の状況 

ケ 安全対策への取組みの状況 

コ ワーク・ライフ・バランス等の推進状況 

サ 若手・女性技術者の雇用状況 

 

シ 審査基準日の直前の２年間に行った再犯の防止等への取組み状況 

 

 

   附 則 省略 

附 則 

この要領は、令和５年  月  日から施行し、令和６・７年度の競争入札に参

加する者に必要な資格の審査から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道施設工事 Ａ Ｂ 

とび・土工・コンクリート工事 Ａ Ｂ 

 

（市内業者等に係る等級の決定） 

第６条 第４条の規定により、入札参加資格の認定を行った者のうち、市内業者及

び準市内業者については、次に掲げる事項の審査をし、前条に規定する工事種別

に係る入札参加資格の認定を行ったときは、当該工事種別の等級を決定するもの

とする。 

(1) 省略  

(2) 主観的事項 

ア 直前５年度における本市発注工事の工事成績等 

イ 障害者の雇用の状況 

ウ 地域貢献の活動の状況 

エ 直前５年度における指名停止等の状況 

オ 防災活動の状況 

カ こども安全協力の家の委嘱の状況 

キ 保有技術者の状況 

ク インターンシップ受入れの実施の状況 

ケ 消防団員の登録の状況 

コ 安全対策への取組みの状況 

サ ワーク・ライフ・バランス等の推進状況 

シ 若手・女性技術者の雇用状況 

ス 永年勤続従業員の雇用状況 

セ 再犯の防止等への取組み状況 

２ 等級の決定は２年に１回行うものとする。 

 

 附 則 省略 
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別表第１（第４条関係） 

資格基準 

要件 

工事種別 

年間平均 

完成工事高 

技術 

職員数 
技術者の資格等 建設業の許可 

土木一式工事 
2,500 万円以上 １人以上 ２級土木施工管理技士以上 土木工事業 

舗装工事 1,500 万円以上 １人以上 ２級土木施工管理技士以上 舗装工事業 

建築一式工事 
3,000 万円以上 １人以上 

２級建築士以上又は２級建築

施工管理技士以上 
建築工事業 

電気工事 
1,000 万円以上 １人以上 

２級電気工事施工管理技士以

上又は第１種電気工事士 
電気工事業 

（注２）（注３） 

管工事 

1,000 万円以上 １人以上 

２ 級 管 工 事 施 工 管 理 技 士 以

上、冷凍空気調和機器施工又

は配管（選択科目「建築配管

作業」）又は給排水衛生設備

配管 

管工事業 

塗装工事 
700 万円以上 １人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
塗装工事業 

造園工事 1,500 万円以上 １人以上 ２級造園施工管理技士以上 造園工事業 

（注４）（注５） 

水道施設工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
水道施設工事業 

とび・土工・コンク

リート工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
とび・土工工事業 

大工工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 

大工工事業 

左官工事 左官工事業 

石工事 石工事業 

屋根工事 屋根工事業 

タイル･れんが･ブロ

ック工事 

タイル･れんが･ブロ

ック工事業 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 

鉄筋工事 鉄筋工事業 

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事業 

板金工事 板金工事業 

ガラス工事 ガラス工事業 

防水工事 防水工事業 

 

 

 

別表第１（第４条関係） 

資格基準 

要件 

工事種別 

年間平均 

完成工事高 

技術 

職員数 
技術者の資格等 建設業の許可 

（注２） 

土木一式工事 
2,500 万円以上 １人以上 ２級土木施工管理技士以上 土木工事業 

舗装工事 1,500 万円以上 １人以上 ２級土木施工管理技士以上 舗装工事業 

建築一式工事 
3,000 万円以上 １人以上 

２級建築士以上又は２級建築

施工管理技士以上 
建築工事業 

電気工事 
1,000 万円以上 １人以上 

２級電気工事施工管理技士以

上又は第１種電気工事士 
電気工事業 

（注３）（注４） 

管工事 

1,000 万円以上 １人以上 

２ 級 管 工 事 施 工 管 理 技 士 以

上、冷凍空気調和機器施工又

は配管（選択科目「建築配管

作業」）又は給排水衛生設備

配管 

管工事業 

塗装工事 
700 万円以上 １人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
塗装工事業 

造園工事 1,500 万円以上 １人以上 ２級造園施工管理技士以上 造園工事業 

（注５）（注６） 

水道施設工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
水道施設工事業 

とび・土工・コンク

リート工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 
とび・土工工事業 

大工工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 

大工工事業 

左官工事 左官工事業 

石工事 石工事業 

屋根工事 屋根工事業 

タイル･れんが･ブロ

ック工事 

タイル･れんが･ブロ

ック工事業 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 

鉄筋工事 鉄筋工事業 

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事業 

板金工事 板金工事業 

ガラス工事 ガラス工事業 

防水工事 防水工事業 
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内装仕上工事 内装仕上工事業 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 

電気通信工事 電気通信工事業 

さく井工事 さく井工事業 

建具工事 建具工事業 

消防施設工事 消防施設工事業 

清掃施設工事 清掃施設工事業 

解体工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上 

 

 

 

 

解体工事業 

注１ 資格基準の審査は、総合評定値通知書の審査基準日を基準日として行う。 

 

 

２ 公道下の配水管工事については水道施設工事の建設業許可を有していること

とし、管径３５０ｍｍ以下に限る。 

３ 市内業者で配水管工事等及び給水給湯設備工事を希望する者は、前橋市水道

局指定給水装置工事事業者の資格を有している者に限る。 

４ 公道下の配水管工事については管径３５０ｍｍ超に限る。 

５ 市内業者で配水管工事等を希望する者は、前橋市水道局指定給水装置工事事

業者の資格を有している者に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内装仕上工事 内装仕上工事業 

機械器具設置工事 機械器具設置工事業 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 

電気通信工事 電気通信工事業 

さく井工事 さく井工事業 

建具工事 建具工事業 

消防施設工事 消防施設工事業 

清掃施設工事 清掃施設工事業 

解体工事 

年間平均工事高

を有している 
１人以上 

総 合 評 定 値 通 知 書 の 「 そ の

他」技術者以上及び石綿作業

主任者又は特定化学物質作業

主任者（平成 18 年 3 月 31 日

以前の交付に限る）の資格を

有している者 

解体工事業 

注１ 資格基準の審査は、総合評定値通知書の審査基準日を基準日として行う。 

２ 市内業者で土木一式工事を新規で希望する者は、一般土木工事及び下水道工

事の実績を有している者に限る。 

３ 上水道工事については管径３５０ｍｍ以下に限る。 

４ 市内業者で配水管工事等及び給水給湯設備工事を希望する者は、前橋市水道

局指定給水装置工事事業者の資格を有している者に限る。 

５ 上水道工事については管径３５０ｍｍ超に限る。 

６ 市内業者で配水管工事等を希望する者は、前橋市水道局指定給水装置工事事

業者の資格を有している者に限る。 
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別表第２（第７条関係） 

格付基準 

等級 

 工事種別 
Ａ Ｂ Ｃ 

土 木 一 式 工 事 
1000 点以上 

※ 
850 点以上 850 点未満 

舗 装 工 事 
850 点以上 

※ 
800 点以上 800 点未満 

建 築 一 式 工 事 
900 点以上 

※ 
750 点以上 750 点未満 

電 気 工 事 900 点以上 650 点以上 650 点未満 

管 工 事 850 点以上 700 点以上 700 点未満 

水 道 施 設 工 事 750 点以上 750 点未満  

と び ・ 土 工 

・コンクリート工事 
800 点以上 800 点未満  

 

注 ※印の等級への格付けは、特定建設業の許可を受けている場合に限り行うもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第７条関係） 

格付基準 

等級 

 工事種別 
Ａ Ｂ Ｃ 

土 木 一 式 工 事 
1000 点以上 

※ 
850 点以上 850 点未満 

舗 装 工 事 
850 点以上 

※ 
800 点以上 800 点未満 

建 築 一 式 工 事 
900 点以上 

※ 
750 点以上 750 点未満 

電 気 工 事 900 点以上 650 点以上 650 点未満 

管 工 事 850 点以上 700 点以上 700 点未満 

塗 装 工 事 725 点以上 725 点未満  

造 園 工 事 800 点以上 800 点未満  

水 道 施 設 工 事 750 点以上 750 点未満  

と び ・ 土 工 

・コンクリート工事 
800 点以上 800 点未満  

 

注 ※印の等級への格付けは、特定建設業の許可を受けている場合に限り行うもの

とする。 
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別表第３（第８条関係） 

主観的事項の評点方法 

項目 評点方法 

ア 工事成績評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

か年度に本市が

発注した建設工

事のうち、完成

引渡しが済んだ

ものが対象） 

入札参加申請する工事種別毎に、完成工事ごとの総合評定点（前橋市工事

検査規程（平成６年前橋市訓令甲第３号）第１１条の規定により作成した

工事成績評定書の評定点合計の点数をいう。以下同じ。）に、当該工事の

請負代金額を乗じて得た数値の合計を完成工事の請負代金額の合計で除し

て得た数値（小数点以下第３位を四捨五入した数値。以下「加重平均点」

という。）から、次の算式により下表に掲げる係数を用いて算定した点数

（小数点以下第３位を四捨五入した点数）とする。 

    算 式 

     Ｋ×（「加重平均点」－６５） 

    

平均請負実績金額（完成工事の請負代金額の 

合計を請負実績の有した年数で除して得た額） 
係数 Ｋ 

１０億円以上 ５．０ 

７億５，０００万円以上１０億円未満 ４．６ 

５億円以上７億５，０００万円未満 ４．４ 

４億円以上５億円未満 ４．２ 

３億円以上４億円未満 ４．０ 

２億円以上３億円未満 ３．８ 

１億円以上２億円未満 ３．６ 

５，０００万円以上１億円未満 ３．４ 

２，５００万円以上５，０００万円未満 ３．２ 

２，５００万円未満 ３．０ 

  

イ 工事件数評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

か年度に本市が

発注した建設工

事のうち、完成

引渡しが済んだ

ものが対象） 

 

入札参加申請する工事種別毎に、完成工事ごとの総合評定点から、次の算

式によって算定した点数の合計点とする。 

    算 式 

      （「総合評定点」－６５）×０．１５ 

（「ア 工事成績評点」と「イ 工事件数評点」の合計点が１００点を超える場合は、１００点と

する。） 

 

別表第３（第８条関係） 

主観的事項の評点方法 

項目 評点方法 

ア 工事成績評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

年度間に本市が

発注した建設工

事が対象） 

完成工事ごとの総合評定点（前橋市工事検査規程（平成６年前橋市訓令甲

第３号）第１１条の規定により作成した工事成績評定書の評定点合計の点

数をいう。以下同じ。）に、当該工事の請負代金額を乗じて得た数値の合

計を完成工事の請負代金額の合計で除して得た数値（小数点以下第３位を

四捨五入した数値。以下「加重平均点」という。）から、次の算式により

下表に掲げる係数を用いて算定した点数（小数点以下第３位を四捨五入し

た点数）とする。 

    算 式 

     Ｋ×（「加重平均点」－６５） 

    

平均請負実績金額（完成工事の請負代金額の 

合計を請負実績の有した年数で除して得た額） 
係数 Ｋ 

１０億円以上 ５．０ 

７億５，０００万円以上１０億円未満 ４．６ 

５億円以上７億５，０００万円未満 ４．４ 

４億円以上５億円未満 ４．２ 

３億円以上４億円未満 ４．０ 

２億円以上３億円未満 ３．８ 

１億円以上２億円未満 ３．６ 

５，０００万円以上１億円未満 ３．４ 

２，５００万円以上５，０００万円未満 ３．２ 

２，５００万円未満 ３．０ 

  

イ 工事件数評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

年度間に本市が

発注した建設工

事が対象） 

 

 

 

完成工事ごとの総合評定点から、次の算式によって算定した点数の合計点

とする。 

    算 式 

      （「総合評定点」－６５）×０．１５ 

（「ア 工事成績評点」と「イ 工事件数評点」の合計点が１００点を超える場合は、１００点と

する。） 
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ウ 優良建設業者表

彰評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

か年度（当該年

度を含む。）に

建設工事を対象

とし、本評点が

５０点を超える

場合は５０点と

する。） 

 

 入札参加申請する工事種別毎に、前橋市優良建設業者表彰要綱（平成６

年４月１日伺定め）の規定により、優良建設業者として表彰を受けた建設

工事１件につき１０点とする。 

 

エ 障害者雇用評点 (ｱ) 審査基準日直前の６月１日時点において、障害者の雇用の促進等に関

する法律（昭和３５年法律第１２３号。以下「障害者雇用促進法」とい

う。）に基づき障害者雇用を義務付けられている者は、その雇用する身体

障害者、知的障害者及び精神障害者（以下「身体障害者等」という。）の

数を、その雇用する労働者の数で除して得た割合が、障害者雇用促進法第

４３条第１項の障害者雇用率以上の場合は１０点とする。 

(ｲ) 審査基準日直前の６月１日時点において、障害者雇用促進法に基づき

障害者雇用を義務付けられていない者は、身体障害者等を１名以上雇用し

ている場合は１０点とする。 

 

オ 地域貢献評点 

（本評点が２０

点を超える場合

は ２ ０ 点 と す

る。） 

(ｱ) 審査基準日の前日までの２か年において、法人として、前橋市内にお

ける地域づくり推進事業等のボランティア、環境保全、地域の評価を得て

いる建設事業に関する文化活動を１年間に複数回行った場合は、１回活動

を行う毎に５点とする。 

(ｲ) 審査基準日時点において、前橋市と「ネーミングライツスポンサー企

業」として契約している者は５点とする。 

 

カ 指名停止等状況

評点 

 

 審査基準日の直近直前の５か年度において、前橋市建設工事等業者指名

停止措置要綱（平成６年３月２９日伺定め）の規定により、指名停止、文

書又は口頭注意を受けた案件ごとに次の算式によって算定した点数の合計

点とする。 

  算 式 

   「指名停止件数」×「－１０点」＋「指名停止日数」×「－０．５

点」＋「文書又は口頭注意件数」×「－５点」 

 

 

ウ 優良建設業者表

彰評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

年度間（当該年

度を含む。）に

本市が発注した

建設工事を対象

とし、本評点が

５０点を超える

場合は５０点と

する。） 

 前橋市優良建設業者表彰要綱（平成６年４月１日伺定め）の規定によ

り、優良建設業者として表彰を受けた建設工事１件につき１０点とする。 

エ 障害者雇用評点 (ｱ) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。以

下「障害者雇用促進法」という。）に基づき障害者雇用を義務付けられて

いる者は、その雇用する身体障害者、知的障害者及び精神障害者（以下

「身体障害者等」という。）の数を、その雇用する労働者の数で除して得

た割合が、障害者雇用促進法第４３条第１項の障害者雇用率以上の場合は

１０点とする。 

(ｲ) 障害者雇用促進法に基づき障害者雇用を義務付けられていない者は、

身体障害者等を１名以上雇用している場合は１０点とする。 

 

 

オ 地域貢献評点 

（本評点が２０

点を超える場合

は ２ ０ 点 と す

る。） 

(ｱ) 審査基準日の前日までの２年間に、法人として、前橋市内における地

域づくり推進事業等のボランティア、環境保全、地域の評価を得ている建

設事業に関する文化活動を１年間に複数回行った場合は、１回活動を行う

毎に５点とする。 

(ｲ) 前橋市と「ネーミングライツスポンサー企業」として契約している者

は５点とする。 

 

カ 指名停止等状況

評点 

（入札参加資格

の審査申請前５

年度間に本市の

規定により、指

名停止、文書又

は口頭注意を受

け た 案 件 が 対

 前橋市建設工事等業者指名停止措置要綱（平成６年３月２９日伺定め）

の規定により、指名停止、文書又は口頭注意を受けた案件ごとに次の算式

によって算定した点数の合計点とする。 

  算 式 

   「指名停止件数」×「－１０点」＋「指名停止日数」×「－０．５

点」＋「文書又は口頭注意件数」×「－５点」 
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改正案 現 行 

 

 

キ 防災活動評点 (ｱ) 審査基準日の前日までの２か年において、前橋市における緊急工事等

の実績がある者は１０点とする。 

(ｲ) 審査基準日時点において、前橋市と「災害時における応急対策活動に

関する協定」を締結している者は１０点とする。 

(ｳ) 審査基準日時点において、前橋市防災協力事業所登録をしている者は

１０点とする。 

 

 

 

ク 保有技術者状況

評点 

（本評点が３０

点を超える場合

は ３ ０ 点 と す

る。） 

 

 法第２７条の２７第１項の規定により通知を受け、審査基準日時点にお

いて有効な経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書のうち、入札参

加を希望する工事種別ごとに係る技術職員数を次の算式によって算定した

点数の合計点とする。 

    算 式 

   「一級人数」×「３点」＋「講習修了人数」×「１点」＋「二級人

数」×「２点」＋「その他人数」×「１点」 

ケ インターンシッ

プ受入れ実施評

点 

 

 審査基準日の前日までの２か年において、インターンシップの受入れを

行った者は５点とする。 

コ 消防団協力事業

所登録状況評点 

 

審査基準日時点において、前橋市消防団協力事業所表示証交付整理簿に登

録されている場合は１０点とする。 

 

 

 

 

 

サ 安全対策取組み

状況評点 

（(ｱ)及び(ｲ)に

ついては、高い

点数を加点対象

とする。） 

 

 

 

(ｱ) 審査基準日時点において、安全対策への取り組みとして、建設業労働

安全衛生マネジメントシステム（ＣＯＨＳＭＳ）認定又は労働安全衛生マ

ネジメントシステム（ＩＳＯ４５０００シリーズ）認定を受けている場合

は２０点とする。 

(ｲ) 審査基準日時点において、建設業労働災害防止協会に加入している場

合は１０点とする。 

象） 

 

キ 防災活動評点 (ｱ) 審査基準日の前日までの２年間で前橋市における緊急工事等の実績が

ある者は５点とする。 

(ｲ) 前橋市と「災害時における応急対策活動に関する協定」を締結してい

る者又は前橋市防災協力事業所登録をしている者は５点とする。 

 

ク こども安全協力

の家委嘱状況評

点 

 

前橋市長、前橋市教育委員会及び前橋市の区域を管轄する警察署から「こ

ども安全協力の家」の委嘱をされている者は１０点とする。 

ケ 保有技術者状況

評点 

（本評点が３０

点を超える場合

は ３ ０ 点 と す

る。） 

 

 法第２７条の２７第１項の規定により通知を受けた経営規模等評価結果

通知書・総合評定値通知書のうち、入札参加を希望する工事種別ごとに係

る技術職員数を次の算式によって算定した点数の合計点とする。 

    算 式 

   「一級人数」×「３点」＋「講習修了人数」×「１点」＋「二級人

数」×「２点」＋「その他人数」×「１点」 

コ インターンシッ

プ受入れ実施評

点 

 

 体験就業を審査基準日の前日までの２年間に行った者は５点とする。 

サ 消防団員登録状

況評点 

（本評点が２０

点を超える場合

は ２ ０ 点 と す

る。） 

 

(ｱ) 前橋市消防団員名簿（以下「名簿」という。）に登録されている事業

主又は従業員（審査基準日以前に３ヶ月以上の雇用関係にある者に限る。

以下「従業員」という。）がある者について、該当者が１名の場合は５

点、複数名の場合は１０点とする。 

(ｲ) 審査基準日の前日までの２年間に新たな団員登録を行った場合は１０

点とする。 

シ 安全対策取組み

状況評点 

（(ｱ)から(ｳ)に

ついては、最も

高い点数を加点

対象とする。） 

 

 

 

(ｱ) 安全対策への取り組みとして、建設業労働安全衛生マネジメントシス

テム（ＣＯＨＳＭＳ）認定又は労働安全衛生マネジメントシステム（ＯＨ

ＳＡＳ１８０００シリーズ又はＩＳＯ４５０００シリーズ）認定を受けて

いる場合は２０点とする。 

(ｲ) 建設業労働災害防止協会（以下このシにおいて「建災防」という。）

に加入している場合は１０点とする。 

(ｳ) 建災防等が実施する技能講習又は安全衛生教育を審査基準日の前日ま

での２年間で受講している場合は５点とする。 
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シ  ワ ー ク ・ ラ イ

フ・バランス等

推進状況評点 

（(ｱ)から(ｳ)に

ついては、最も

高い点数を加点

対象とし、本評

点が４０点を超

える場合は４０

点とする。） 

(ｱ) 審査基準日時点において、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に

基づく認定（えるぼし認定）を受けている場合は、下表に掲げる認定区分

に応じた点数とする。 

(ｲ) 審査基準日時点において、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法

律第１２０号。以下「次世代法」という。）に基づく認定（くるみん認

定）を受けている場合は、下表に掲げる認定区分に応じた点数とする。 

(ｳ) 審査基準日時点において、群馬県が運営する「いきいきＧカンパニー

認証制度」を受けている場合は、下表に掲げる認定区分に応じた点数とす

る。 

(ｴ) 審査基準日時点において、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和

４５年法律第９８号。以下「若者雇用促進法」という。）に基づく認定

（ユースエール認定）を受けている場合は、下表に掲げる点数とする。 

(ｵ) 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（平成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）に沿

った制度を就業規則（作成する義務のない者は独自のもの）に定め、審査

基準日の前日までの２か年で活用実績のある場合は、下表に掲げる点数と

する。 

(ｶ) 審査基準日時点において、まえばしウエルネス企業として登録してい

る場合は、下表に掲げる点数とする。 

 

評価項目 認定区分 点数 

ワーク・

ライフ・

バランス

等の推進

状況 

女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業） 

行動計画※１ ５点 

１段階目※２ １０点 

２段階目※２ １５点 

３段階目 ２０点 

プラチナ ２５点 

次世代法に基づく認定（トラ

イくるみん、くるみん、プラ

チナくるみん認定企業） 

トライくるみん １５点 

くるみん １５点 

プラチナ ２０点 

いきいきＧカンパニー認証制

度 

ベーシック ５点 

ゴールド １０点 

若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定

企業） 

２０点 

育児・介護休業法に沿った制度を就業規則（作成

する義務のない者は独自のもの）に定め制度を活

用している 

１０点 

まえばしウエルネス企業登録 ５点 

ス  ワ ー ク ・ ラ イ

フ・バランス等

推進状況評点 

（(ｱ)から(ｳ)に

ついては、最も

高い点数を加点

対象とし、本評

点が４０点を超

える場合は４０

点とする。） 

(ｱ) 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づく認定（えるぼし認

定）を受けている場合は、下表に掲げる認定区分に応じた点数とする。 

(ｲ) 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。以下「次世

代法」という。）に基づく認定（くるみん認定）を受けている場合は、下

表に掲げる認定区分に応じた点数とする。 

(ｳ) 群馬県が運営する「いきいきＧカンパニー認証制度」を受けている場

合は、下表に掲げる認定区分に応じた点数とする。 

(ｴ) 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号。以下

「若者雇用促進法」という。）に基づく認定（ユースエール認定）を受け

ている場合は、下表に掲げる点数とする。 

(ｵ) 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（平成３年法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）に沿

った制度を就業規則（作成する義務のない者は独自のもの）に定め、審査

基準日の前日までの２年間で活用実績のある場合は、下表に掲げる点数と

する。 

(ｶ) まえばしウエルネス企業として登録している場合は、下表に掲げる点

数とする。 

 

 

 

評価項目 認定区分 点数 

ワーク・

ライフ・

バランス

等の推進

状況 

女性活躍推進法に基づく認定

（えるぼし認定企業） 

行動計画※１ ５点 

１段階目※２ １０点 

２段階目※２ １５点 

３段階目 ２０点 

プラチナ ２５点 

次世代法に基づく認定（くる

みん、プラチナくるみん認定

企業） 

くるみん １５点 

プラチナ ２０点 

いきいきＧカンパニー認証制

度 

ベーシック ５点 

ゴールド １０点 

若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定

企業） 

２０点 

育児・介護休業法に沿った制度を就業規則（作成

する義務のない者は独自のもの）に定め制度を活

用している 

１０点 

まえばしウエルネス企業登録 ５点 
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改正案 現 行 

※１ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事

業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計

画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）。 

※２ 労働時間等の働き方に係る基準は満たしていること。 

ス 若手・女性技術

者雇用状況評点 

（本評点が２０

点を超える場合

は ２ ０ 点 と す

る。） 

(ｱ) 審査基準日時点において、に満３０歳以下の技術者を１人雇用してい

る場合は５点、複数雇用している場合は１０点とする。 

(ｲ) 審査基準日時点において、女性技術者を１人雇用している場合は５

点、複数雇用している場合は１０点とする。 

 

 

 

セ 再犯の防止等へ

の取組み状況評

点 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 審査基準日時点において、協力雇用主として前橋保護観察所に登録し

ている者は５点とする。 

(ｲ) 審査基準日の前日までの２か年において、保護観察又は更生緊急保護

の対象者を３か月以上雇用した者については５点とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事

業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計

画期間が満了していない行動計画を策定している場合のみ）。 

※２ 労働時間等の働き方に係る基準は満たしていること。 

セ 若手・女性技術

者雇用状況評点 

（本評点が２０

点を超える場合

は ２ ０ 点 と す

る。） 

(ｱ) 入札参加資格審査の申請に係る必要書類を提出する日の属する年度に

おける３月３１日（随時申請の場合は、本申請を行う日の属する月の１

日）に満３０歳以下の技術者を１人雇用している場合は５点、複数雇用し

ている場合は１０点とする。 

(ｲ) 女性技術者を１人雇用している場合は５点、複数雇用している場合は

１０点とする。 

 

ソ 永年勤続従業員

評点 

（本評点が１０

点を超える場合

は １ ０ 点 と す

る。） 

 従業員を長く雇用し、技術の向上及び継承に努める者（前橋市永年勤続

従業員表彰の受賞者）について、下表に掲げる点数の合計点とする。 

 

前橋市永年勤続従業員表彰の受賞者 点数 

１０年表彰１人につき ３点 

２０年表彰１人につき ４点 

特別表彰１人につき ５点 

  

タ 再犯の防止等へ

の取組み状況評

点 

(ｱ) 協力雇用主として前橋保護観察所に登録している者は５点とする。 

(ｲ) 審査基準日の前日までの２年間において、保護観察又は更生緊急保護

の対象者を３か月以上雇用した者については５点とする。 

 

 

 


